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（単位：円）

科　　　　　　　　目 当年度 前年度 増　減
Ⅰ 資 産 の 部
　１．流動資産
　　　　    現金預金 10,820,391 4,646,675 6,173,716
　　　　流動資産合計 10,820,391 4,646,675 6,173,716

　２．固定資産
　　(１) 基本財産
　　　　    定期預金 1,000,000 1,000,000 0
　　　　基本財産合計 1,000,000 1,000,000 0
　　(２) 特定資産
　　　　    退職給付引当資産 7,013,460 6,566,040 447,420
　　　　    減価償却引当資産 527,125,660 510,096,562 17,029,098
　　　　    基金積立資産 13,882,756,430 13,737,950,569 144,805,861
　　　　    貸付金 4,322,558,000 4,119,996,000 202,562,000
　　　　特定資産合計 18,739,453,550 18,374,609,171 364,844,379
　　(３) その他固定資産
　　　　    建物 351,821,165 368,850,263 △ 17,029,098
　　　　    投資有価証券 300,000,000 300,000,000 0
　　　　その他固定資産合計 651,821,165 668,850,263 △ 17,029,098
　　　　固定資産合計 19,392,274,715 19,044,459,434 347,815,281
　　　　資産合計 19,403,095,106 19,049,106,109 353,988,997

Ⅱ 負 債 の 部
　１．流動負債
　　　　   未払金 6,751,643 379,014 6,372,629
　　　　   預り金 90,981 88,414 2,567
　　　  流動負債合計 6,842,624 467,428 6,375,196

　２．固定負債
　　　　    退職給付引当金 7,013,460 6,566,040 447,420
　　　 　固定負債合計 7,013,460 6,566,040 447,420
　　　 　負債合計 13,856,084 7,033,468 6,822,616

Ⅲ 正 味 財 産 の 部
　１．指定正味財産
　　　　    受取寄付金 1,000,000 1,000,000 0
　　　　    受取宝くじ交付金 18,205,314,430 17,857,946,569 347,367,861
　　　　指定正味財産合計 18,206,314,430 17,858,946,569 347,367,861
　　　　　（うち基本財産への充当額） (1,000,000) (1,000,000) (0)
　　　　　（うち特定資産への充当額） (18,205,314,430) (17,857,946,569) (347,367,861)

　２．一般正味財産 1,182,924,592 1,183,126,072 △ 201,480
　　　　　（うち特定資産への充当額） (527,125,660) (510,096,562) (17,029,098)
　　　　正味財産合計 19,389,239,022 19,042,072,641 347,166,381
　　　　負債 及び 正味財産合計 19,403,095,106 19,049,106,109 353,988,997

貸借対照表
平成31年3月31日現在
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(単位：円）
科　　　　　　　目 当年度



(単位：円）
科　　　　　　　目 当年度 前年度 増　　減

　　　　　   支払負担金 1,189,545 879,052 310,493
　　　　　   支払納付金 45,715,538 52,529,130 △ 6,813,592
　　　　　   委託費 3,991,943 3,600,166 391,777
　　　　　   雑費 17,984 3,000 14,984
　　　　　   減価償却費 851,455 851,455 0
　　　経常費用計 479,892,425 433,588,620 46,303,805
           評価損益等調整前当期経常増減額 △ 201,480 △ 867,486 666,006
　　　　　基本財産評価損益等 0 0 0
　　　　　特定資産評価損益等 0 0 0
　　　　　投資有価証券評価損益等 0 0 0
　　　　　評価損益等計 0 0 0
　　　　　当期経常増減額 △ 201,480 △ 867,486 666,006
　２． 経常外増減の部
　　(１) 経常外収益
　　　　経常外収益計 0 0 0
　　(２) 経常外費用
　　　　経常外費用計 0 0 0
　　　　　当期経常外増減額 0 0 0
　　　　　当期一般正味財産増減額 △ 201,480 △ 867,486 666,006
　　　　　一般正味財産期首残高 1,183,126,072 1,183,993,558 △ 867,486
　　　　　一般正味財産期末残高 1,182,924,592 1,183,126,072 △ 201,480
Ⅱ 指定正味財産増減の部
　　受取補助金等 706,481,807 727,126,456 △ 20,644,649
　　　　　宝くじ交付金 457,155,399 525,291,343 △ 68,135,944
　　　　　新宝くじ交付金 249,326,408 201,835,113 47,491,295
　　一般正味財産への振替額 △ 359,113,946 △ 313,364,243 △ 45,749,703
　　　　　当期指定正味財産増減額 347,367,861 413,762,213 △ 66,394,352
　　　　　指定正味財産期首残高 17,858,946,569 17,445,184,356 413,762,213
　　　　　指定正味財産期末残高 18,206,314,430 17,858,946,569 347,367,861

Ⅲ 正味財産期末残高 19,389,239,022 19,042,072,641 347,166,381
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(単位：円）
公益目的事業会計
市町村振興支援事業

Ⅰ 一般正味財産増減の部
　１． 経常増減の部
　　(１) 経常収益
　　　    基本財産運用益 0 299 299
　　　　　   基本財産受取利息 0 299 299
　　　    特定資産運用益 106,538,595 13,085,005 119,623,600
              特定資産受取利息 106,538,595 13,085,005 119,623,600
　　　　　　　  貸付金受取利息 15,362,911 13,051,133 28,414,044
　　　　　　　  基金積立資産受取利息 90,537,248 0 90,537,248
　　　　　　　  退職給付引当資産受取利息 367 289 656
　　　　　　　  減価償却引当資産受取利息 638,069 33,583 671,652
　　　   受取補助金等 313,510,408 46,553,538 360,063,946
　　　　　  受取全国協会補助金等 112,000 838,000 950,000
             受取宝くじ交付金振替額 64,072,000 45,715,538 109,787,538
             受取新宝くじ交付金振替額 249,326,408 0 249,326,408
　　　   雑収益 0 3,100 3,100
　　　　　  雑収益 0 3,100 3,100
        経常収益計 420,049,003 59,641,942 0 479,690,945
　　(２) 経常費用
　　　   事業費 420,250,483 420,250,483
　　　　　  給与手当 5,677,229 5,677,229
             退職給付費用 250,555 250,555
　　　　　  福利厚生費 882,838 882,838
　　　　　  旅費交通費 148,891 148,891
　　　　　  通信運搬費 214,989 214,989
　　　　　  消耗品費 301,184 301,184
　　　　　  修繕費 820,779 820,779
　　　　　  印刷製本費 1,271,700 1,271,700
　　　　　  光熱水料費 135,346 135,346
　　　　　  賃借料 552,547 552,547
　　　　　  保険料 10,232 10,232
　　　　　  諸謝金 531,440 531,440
　　　　　  租税公課 191,618 191,618
　　　　　  支払負担金 23,263,390 23,263,390
　　　　　  支払助成金 114,195,586 114,195,586
　　　　　  支払交付金 249,326,408 249,326,408
　　　　　  委託費 6,298,108 6,298,108
　　　　　  減価償却費 16,177,643 16,177,643
　　　   管理費 59,641,942 59,641,942
　　　　　  役員報酬 340,000 340,000
　　　　　  給与手当 4,460,681 4,460,681
             退職給付費用 196,865 196,865
　　　　　  福利厚生費 693,660 693,660
　　　　　  会議費 191,778 191,778
　　　　　  旅費交通費 116,987 116,987
　　　　　  通信運搬費 168,920 168,920
　　　　　  消耗品費 121,444 121,444
　　　　　  新聞図書費 49,064 49,064
　　　　　  修繕費 43,199 43,199
　　　　　  光熱水料費 106,345 106,345
　　　　　  賃借料 410,573 410,573
　　　　　  支払手数料 68,864 68,864
　　　　　  保険料 539 539
　　　　　  諸謝金 756,000 756,000
　　　　　  租税公課 150,558 150,558

正味財産増減計算書内訳表
平成30年4月1日から 平成31年3月31日まで

科　　　　　　目 法人会計

内部取引

消去 合　　計
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(単位：円）
公益目的事業会計
市町村振興支援事業

　　　　　  支払負担金 1,189,545 1,189,545
　　　　　  支払納付金 45,715,538 45,715,538
　　　　　  委託費 3,991,943 3,991,943
　　　　　  雑費 17,984 17,984
　　　　　  減価償却費 851,455 851,455
　　　経常費用計 420,250,483 59,641,942 0 479,892,425
　　　　  評価損益等調整前当期経常増減額 △ 201,480 0 0 △ 201,480
　　　　　基本財産評価損益等 0 0
　　　　　特定資産評価損益等 0 0
　　　　　投資有価証券評価損益等 0 0
　　　　　評価損益等計 0 0 0 0
　　　　　当期経常増減額 △ 201,480 0 0 △ 201,480
　２． 経常外増減の部
　　(１) 経常外収益
　　　経常外収益計 0 0 0 0
　　(２) 経常外費用
　　　経常外費用計 0 0 0 0
　　　　  当期経常外増減額 0 0 0 0
　　　　  当期一般正味財産増減額 △ 201,480 0 0 △ 201,480
　　　　  一般正味財産期首残高 977,253,824 205,872,248 0 1,183,126,072
　　　　  一般正味財産期末残高 977,052,344 205,872,248 0 1,182,924,592
Ⅱ 指定正味財産増減の部
　　受取補助金等 660,766,269 45,715,538 706,481,807
　　　 　 宝くじ交付金 411,439,861 45,715,538 457,155,399
　　  　　新宝くじ交付金　 249,326,408 249,326,408
　　一般正味財産への振替額 △ 313,398,408 △ 45,715,538 △ 359,113,946
　　　　　当期指定正味財産増減額 347,367,861 0 0 347,367,861
　　　　　指定正味財産期首残高 17,857,946,569 1,000,000 0 17,858,946,569
　　　　　指定正味財産期末残高 18,205,314,430 1,000,000 0 18,206,314,430
Ⅲ 正味財産期末残高 19,182,366,774 206,872,248 0 19,389,239,022

科　　　　　　目 法人会計

内部取引

消去 合　　計
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１．重要な会計方針

　「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）

を適用している。

（1）　有価証券の評価基準及び評価方法

　①満期保有目的の債券

購入時の取得価額によっている。なお、取得価額と債券金額との差額について重要性が乏しいため

償却原価法は採用していない。

　②その他投資有価証券

時価のないその他有価証券であり、移動平均法による原価法によっている。

（２）　固定資産の減価償却の方法

　建物及びソフトウェアは、定額法によっている。

（３）　引当金の計上基準

　退職給付引当金については、職員の退職に備えるため、期末退職手当の要支給額に相当する

金額を計上している。

（４）　消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込み方式で行っている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
(単位：円）

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源などの内訳は、次のとおりである。
(単位：円）

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
(単位：円）

建物

什器備品

ソフトウェア

合　　　計 878,946,825 527,125,660 351,821,165

2,688,000 2,688,000 0

851,454,900 499,633,735 351,821,165

24,803,925 24,803,925 0

合　　　計 18,740,453,550 (18,206,314,430) (527,125,660) (7,013,460)

科　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

小　　　計 18,739,453,550 (18,205,314,430) (527,125,660) (7,013,460)

基金積立資産 13,882,756,430 (13,882,756,430) (0) -

長期貸付金 4,322,558,000 (4,322,558,000) (0) -

退職給付引当資産 7,013,460 - - (7,013,460)

減価償却引当資産 527,125,660 (0) (527,125,660) -

小　　　計 1,000,000 (1,000,000) (0) -

特定資産

定期預金 1,000,000 (1,000,000) (0) -

科　　　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応す

る額）

基本財産

小　　　計 18,374,609,171 1,665,554,379 1,300,710,000 18,739,453,550

合　　　計 18,375,609,171 1,665,554,379 1,300,710,000 18,740,453,550

長期貸付金 4,119,996,000 719,600,000 517,038,000 4,322,558,000

減価償却引当資産 510,096,562 17,029,098 - 527,125,660

基金積立資産 13,737,950,569 928,477,861 783,672,000 13,882,756,430

特定資産

退職給付引当資産 6,566,040 447,420 - 7,013,460

小　　　計 1,000,000 - - 1,000,000

基本財産

定期預金 1,000,000 - - 1,000,000

財務諸表に対する注記

科　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
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５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。
(単位：円）

特定資産

国債(８取引）

３１２　利付国債（１０年）

６０　利付国債（２０年）

６０　利付国債（２０年）

９３　利付国債（２０年）

９３　利付国債（２０年）

１０９　利付国債（２０年）

１０９　利付国債（２０年）

１０９　利付国債（２０年）

公募地方債（２８取引）

２９－１　宮城県公募公債（１０年）

２９－１　宮城県公募公債（１０年）

３０－１　宮城県公募公債（１０年）

３０－1　宮城県公募公債（１０年）

３０－２　宮城県公募公債（１０年）

３０－２　宮城県公募公債（１０年）

３０－２　宮城県公募公債（１０年）

６　東京都公募公債（７年）

６　東京都公募公債（７年）

６　東京都公募公債（７年）

１６７　神奈川県公募公債（１０年）

１７０　神奈川県公募公債（１０年）

１７０　神奈川県公募公債（１０年）

２１－１９　愛知県公募公債（１０年）

２２－５　京都府公募公債（１０年）

２５－１　京都府公募公債（１０年）

２７－５　京都府公募公債（２０年）

１０６　大阪府公募公債（５年）

３－７　兵庫県公募公債（７年）

４　兵庫県公募公債（７年）

４　兵庫県公募公債（７年）

６　兵庫県公募公債（１０年）

２１－１　岡山市公募公債（１０年）

２２－１　岡山市公募公債（１０年）

２２－８　広島県公募公債（１０年）

８３　共同発行市場公募地方債（１０年）

１３１　共同発行市場公募地方債（１０年）

１３１　共同発行市場公募地方債（１０年）

政府保証債(１取引)

１４　地方公共団体金融機構債（６年）

事業債(３４取引）

５６６　東京電力社債（１０年）

８　東京電力パワーグリッド社債（１０年）

８　東京電力パワーグリッド社債（１０年）

９　東京電力パワーグリッド社債（１２年）

１１　東京電力パワーグリッド社債（１０年）

１３　東京電力パワーグリッド社債（１０年）

１８　東京電力パワーグリッド社債（１０年）

１８　東京電力パワーグリッド社債（１０年）

３２５　北海道電力社債（１５年）

３２６　北海道電力社債（１０年）

３２９　北海道電力社債（１０年）

３２９　北海道電力社債（１０年）

３３２　北海道電力社債（２０年） 

３３２　北海道電力社債（２０年） 

３３４　北海道電力社債（１５年） 100,000,000 99,720,000 △ 280,000

100,000,000 103,280,000 3,280,000

100,000,000 103,280,000 3,280,000

100,000,000 102,070,000 2,070,000

100,000,000 102,070,000 2,070,000

100,000,000 108,140,000 8,140,000

100,000,000 102,870,000 2,870,000

100,000,000 99,870,000 △ 130,000

100,000,000 99,870,000 △ 130,000

100,000,000 100,130,000 130,000

100,000,000 99,650,000 △ 350,000

100,000,000 100,420,000 420,000

100,000,000 100,400,000 400,000

100,000,000 101,340,000 1,340,000

100,000,000 100,420,000 420,000

399,840,000 401,160,000 1,320,000

(3,500,000,000) (3,548,130,000) (48,130,000)

299,850,000 309,630,000 9,780,000

(399,840,000) (401,160,000) (1,320,000)

99,980,000 101,300,000 1,320,000

199,900,000 206,420,000 6,520,000

99,990,000 102,250,000 2,260,000

99,910,000 102,630,000 2,720,000

100,000,000 103,470,000 3,470,000

99,980,000 101,200,000 1,220,000

100,000,000 101,020,000 1,020,000

200,000,000 202,040,000 2,040,000

399,804,000 400,120,000 316,000

299,850,000 302,130,000 2,280,000

299,820,000 307,080,000 7,260,000

100,000,000 113,660,000 13,660,000

99,970,000 101,390,000 1,420,000

100,000,000 102,160,000 2,160,000

99,910,000 101,340,000 1,430,000

100,000,000 101,340,000 1,340,000

300,000,000 302,370,000 2,370,000

99,980,000 100,720,000 740,000

200,000,000 201,580,000 1,580,000

200,000,000 201,580,000 1,580,000

199,820,000 205,680,000 5,860,000

99,910,000 102,840,000 2,930,000

99,960,000 102,900,000 2,940,000

399,640,000 411,360,000 11,720,000

99,960,000 103,100,000 3,140,000

199,920,000 205,800,000 5,880,000

(4,798,114,000) (4,900,210,000) (102,096,000)

99,960,000 103,100,000 3,140,000

200,000,000 239,820,000 39,820,000

99,450,000 119,910,000 20,460,000

198,956,000 235,360,000 36,404,000

99,927,000 119,910,000 19,983,000

592,842,000 636,180,000 43,338,000

99,414,000 117,680,000 18,266,000

199,560,000 204,780,000 5,220,000

96,767,000 106,030,000 9,263,000

(1,586,916,000) (1,779,670,000) (192,754,000)

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益
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３３６　北海道電力社債（２０年） 

３４２　北海道電力社債（１０年）

３４３　北海道電力社債（２０年） 

４８３　東北電力社債（１０年） 

４８３　東北電力社債（１０年） 

４８３　東北電力社債（１０年） 

４８５　東北電力社債（１０年） 

４８６　東北電力社債（２０年） 

５０６　中部電力社債（１０年）

５０６　関西電力社債（１０年）

５１０　関西電力社債（１０年）

５１３　関西電力社債（１０年）

５１３　関西電力社債（１０年）

４３４　九州電力社債（１０年）

４３４　九州電力社債（１０年）

４３７　九州電力社債（１０年）

４３７　九州電力社債（１０年）

４４５　九州電力社債（１０年）

１５　三菱UFJフィナンシャルグループ債（１０年）

ユーロ円建債（８取引）
５９４９　ユーロ円債ゴールドマン・サックス・グループ（１０年）

８０３２　ユーロ円建てＭＳステップアップ債（２０年）

８９３７　ドイツ銀行ロンドン支店円建社債（１０年）

６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
(単位：円）

受取補助金等
市町村振興宝くじ交付金

新市町村振興宝くじ交付金

全国協会広報助成費

全国研修財団研修助成費

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
(単位：円）

合　　　計 359,113,946

市町村交付金計上による振替額 249,326,408

宮城県市町村自治振興センター

　市町村負担金助成計上による振替額 64,072,000

経常収益への振替額

一般財団法人全国市町村振興協会

　納付金計上による振替額 45,715,538

合　　　計 17,857,946,569 707,431,807 360,063,946 18,205,314,430

内　　　容 金　　　額

（公財）全国市町
村研修財団

－ 200,000 200,000 － －

（一財）全国市町
村振興協会

- 750,000 750,000 － －

宮城県 - 249,326,408 249,326,408 - 指定正味財産

貸借対照表上
の記載区分

宮城県 17,857,946,569 457,155,399 109,787,538 18,205,314,430 指定正味財産

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

合　　　計(７９取引） 11,084,870,000 11,403,820,000 318,950,000

R7133　BNP Parbas Issuance B.V.クレジットリンク債(１０年） 100,000,000 101,290,000 1,290,000
１５７５　BNP パリバ・STANLN CLN（１０年） 100,000,000 101,520,000 1,520,000

０５４０　SMBC日興証券円貨建てクレジットリンク債（１０年） 100,000,000 94,390,000 △ 5,610,000
５４１８　クレディアグリコルCIB(１０年） 100,000,000 95,690,000 △ 4,310,000

100,000,000 95,200,000 △ 4,800,000
Q５５１５　モルガンスタンレーMUFG証券インデックス連動債（２０年） 100,000,000 87,060,000 △ 12,940,000

100,000,000 99,380,000 △ 620,000

100,000,000 100,120,000 120,000

100,000,000 101,240,000 1,240,000

(800,000,000) (774,650,000) (△ 25,350,000)

100,000,000 102,540,000 2,540,000

100,000,000 100,320,000 320,000

100,000,000 103,390,000 3,390,000

100,000,000 102,540,000 2,540,000

100,000,000 100,870,000 870,000

100,000,000 103,390,000 3,390,000

100,000,000 101,250,000 1,250,000

100,000,000 100,870,000 870,000

200,000,000 205,900,000 5,900,000

100,000,000 100,110,000 110,000

100,000,000 99,930,000 △ 70,000

100,000,000 97,730,000 △ 2,270,000

100,000,000 100,220,000 220,000

100,000,000 100,220,000 220,000

100,000,000 102,910,000 2,910,000

100,000,000 100,220,000 220,000

100,000,000 100,210,000 210,000

100,000,000 100,740,000 740,000

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益
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１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記において記載をしているため、省略する。

２．引当金の明細
(単位：円）

目的使用 その他

6,566,040 447,420 0 0 7,013,460退職給付引当金

附属明細書

科　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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場所・物量等 使用目的等 金　　額
（流動資産）

現金預金 普通預金 運転資金として使用。 10,820,391
　七十七銀行本店営業部

10,820,391
（固定資産）
基本財産 定期預金 定期預金 1,000,000

　三菱ＵＦＪ信託銀行仙台支店

特定資産 18,739,453,550
退職給付引当資産 定期預金 7,013,460

  七十七銀行本店営業部

減価償却引当資産 527,125,660
定期預金 410,000,000
  七十七銀行本店営業部 10,000,000
　三菱ＵＦＪ信託銀行仙台支店 250,000,000
  仙台銀行本店営業部 150,000,000

普通預金 17,125,660
  七十七銀行本店営業部

債券 100,000,000
　三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券

基金積立資産 13,882,756,430
定期預金 1,400,000,000
  七十七銀行本店営業部 500,000,000
　三菱ＵＦＪ信託銀行仙台支店 200,000,000
  仙台銀行本店営業部 400,000,000
  三井住友信託銀行仙台支店 300,000,000

普通預金 1,497,886,430
  七十七銀行本店営業部

債券 10,984,870,000
　七十七銀行 599,580,000
　大和証券 2,899,094,000
　ＳＭＢＣ日興証券 3,487,062,000
　三菱UFJﾓﾙｶﾞﾝ･ｽﾀﾝﾚｰ証券 999,414,000
  野村證券 599,760,000
  みずほ証券 1,399,960,000
　東海東京証券 1,000,000,000

貸付金 長期貸付金 4,322,558,000

その他 651,821,165
固定資産

建物 1637.92㎡ （共用財産） 351,821,165
仙台市青葉区上杉1-2-3 うち公益目的保有財産　80％ 281,456,932
９階建の８、９階部分　区分所有 うち管理運営に使用する財産　20％ 70,364,233

投資有価証券 仙台空港鉄道株式会社 公益目的保有財産。 300,000,000
市町村振興事業として保有。

19,392,274,715
19,403,095,106

（流動負債）
未払金 管理費において 通信費、委託料等管理運営未払分。 6,751,643
預り金 社会保険料（本人負担分） ３月分給与に係る社会保険料。 90,981

6,842,624
（固定負債）

退職給付引当金 職員の退職手当の要支給額。 7,013,460
7,013,460

13,856,084
19,389,239,022

流動負債合計

固定負債合計
負債合計
正味財産

満期保有目的であり、貸付事業等の財源と
して使用。運用益を事業費、管理費として
使用。

交付者の定めた使途に従い使用・保有し
ている財産。

市町村等に対する貸付金。運用益を事業
費、管理費として使用。

固定資産合計
資産合計

財団設立時に出捐を受け、運用益を事業
費、管理費として使用。

職員の退職手当の要支給額を積立。運用
益を事業費、管理費として使用。

公益目的保有かつ管理運営に使用してい
る財産の再取得、修繕等のため減価償却
費を積立。運用益を事業費、管理費として
使用。

交付者の定めた使途に従い使用・保有し
ている財産。
貸付事業等の財源として使用。運用益を事
業費、管理費として使用。

交付者の定めた使途に従い使用・保有し
ている財産。

　財産目録
　　平成31年3月31日現在 （単位：円）

貸借対照表科目

流動資産合計

公益目的事業に必要なその他の業務又は
活動の用に供する財産。

- 10 -


